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研究成果の概要（和文）：これまで国内におけるフェイクニュースの実態は明らかではなかった。本研究では、
フェイクニュースを特定し、生成、拡散の過程を追跡した。その結果、ミドルメディアにより作り出されたフェ
イクニュースがオンラインに大きな影響力を持つポータルサイトに到達する「フェイクニュース・パイプライ
ン」を含む、フェイクニュースの生態系を明らかにできた。ファクトチェック活動は、選挙の対立候補への攻撃
に利用される「武器化」を引き起こすなど、既存メディアもフェイクニュースの生態系に関わっており、現状の
フェイクニュース対策には課題があることも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study identified existing fake news and the process of its generation 
and dissemination to unveil the ecosystem surrounding fake news in Japan that had largely escaped 
scrutiny. I found what I call the “fake news pipeline” through which fake news generated by the 
middle media reaches influential online news portal sites. I also found how fact-checking messages 
are “weaponized” by partisans to attack the political opponent during elections -- this study 
highlights the imminent challenges we face in addressing fake news.

研究分野：ソーシャルメディア
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本国内におけるフェイクニュースの実態を明らかにしたことで、多様なアプローチによるフェイクニュース研
究の基盤をつくることが出来た。フェイクニュースの生態系は、インターネットニュースの生態系そのものであ
り、ニュース研究やジャーナリズム研究にも関連している。フェイクニュースは構造的な汚染であり、フェイク
ニュース対策を進めるためには、生態系そのものを改善していく必要があることを明らかにしたことは、国内で
のフェイクニュース対策のあり方に示唆を与えるものであり社会的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 フェイクニュースは、2016 年のアメリカ大統領選挙や 2017 年のフランス大統領選挙などに
影響を与えた可能性が指摘されるようになり国際的に緊急の社会課題となっていた。フェイク
ニュースの発見や追跡が進むにつれて、拡散の舞台となった Facebookや Twitterといったソー
シャルメディア上で、ロシアのプロパガンダが行われていた可能性が疑われ、事態は深刻さを増
していた。一方、国内のフェイクニュースに関する話題は、2011 年に発生した東日本大震災に
おける「コスモ石油の爆発で有害物質が雨と降る」や 2016年に発生した熊本地震において「ラ
イオンが動物園から逃げた」との誤情報が広がったことなどが議論され、主に災害時の誤情報が
問題とされていた。これらの誤情報がどのように生成されて、拡散し、収束したのかという実態
とモデルは明らかになっておらず、一時的な災害時の話題となっているに過ぎなかった。 
このようなフェイクニュースに対する脆弱性を孕みつつも、国内のソーシャルメディア利用
者は増加し続けている。ニュースサービスの利用率では、ソーシャルメディアによるニュース配
信が 20代では 59%に到達しており（総務省 2017）無視できない状況となっている。フェイク
ニュースの解明は国内においても社会的に重要かつ緊急の課題である。 
フェイクニュースの解明は世界でも始まったばかりだが、アメリカ大統領選挙に関しては、ボ
ットと呼ばれるソーシャルメディア上での発言や投稿を自動的に行うソフトウェアが利用され
選挙に影響を与えていたこと（Woolley＆Guilbeault 2017）や、フランス大統領選挙に関して，
ロシア系メディアがフェイクニュースを拡散したこと（Vanderbiest 2017）が、明らかになって
いる。フェイクニュース対策を行うアメリカの団体ファースト・ドラフトが分類に着手したり、
欧州のリサーチ機関 Public Data Lab が調査ガイドを発行したり、と研究者とジャーナリスト
による実践活動が融合して進展している。 
国内においては、コスモ石油に関する誤情報に関して、正確な知識や判断力がない利用者が不
確実情報拡散の要因となっていること（安田ら 2013）や、Twitter のネットワーク構造が情報
伝播しやすい構造へと変化したことがデマ情報の拡散を大きくしたこと（白井ら 2013）などが
明らかになっているが、アメリカやフランスで問題となっている選挙に関するフェイクニュー
スが対象ではなく、その実態は未だに十分明らかになっていない。その要因は、フェイクニュー
スの調査のためにはファクトチェック団体や報道機関による協力でフェイクニュースを特定す
る必要があること、フェイクニュースの拡散はソーシャルメディアが舞台となっており、従来の
マスコミュニケーション研究の手法では実態を捉えることが難しいことがある。誰もが簡単に
情報を発信できるソーシャルメディアの登場によりニュースの流通経路が変化したことを踏ま
える必要がある。 
研究代表者は、マスメディア時代は明確であったニュースの作り手や流通経路が、ソーシャル
メディアの登場により不明確になり、作り手と受け手の溶解を引き起こしたこと（藤代 2017）
や、ソーシャルメディア時代におけるニュースの流通をモデル化し、まとめサイトや新興サイト
などのミドルメディアがニュースの拡散において重要な役割を果たしていることを明らかにし
た（藤代 2014）。これらの研究成果を踏まえ、フェイクニュースにおけるミドルメディアの役割
を明らかにすることでフェイクニュースの生態系を解明できるのではないかと考えた。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、ほとんど明らかになっていない国内におけるフェイクニュースの生態系を
明らかにすることである。ソーシャルメディア登場以降の生態系は、ニュースの流通経路が変化
したことを踏まえ、ミドルメディアに注目して生態系においてどのような役割を果たしている
のかを確認する。 
 
 
３．研究の方法 
 
 フェイクニュースの生態系を明らかにするためには、１）フェイクニュースを特定し、２）生
成や拡散という過程を追跡して分析する必要がある。国内におけるフェイクニュース研究が進
展していなかったのは、ファクトチェック団体や報道機関の取り組みが不十分であったことや
研究との連携が不十分であったことがある。本研究では、国内の報道機関に所属するジャーナリ
ストとの協力体制を構築し、連携しながらフェイクニュースを特定する。 

2017年の衆議院議員選挙では、新聞、テレビ、インターネットメディアに所属する記者らが
ソーシャルメディアからフェイクニュースを特定し、そのデータの提供を受けた。また、2018 
年沖縄県知事選挙では地元紙の協力を得た。フェイクニュースのデータの分析手法については、
研究と実践活動が融合して進展する海外の調査を実施した。アメリカにおいては、ワシントン州
立大学バンクーバー校やスタンフォード大学で、フェイクニュースに対抗するためのメディア・



リテラシーの取り組みを調査した。ヨーロッパにおいては、EUが設置したハイブリッド脅威対
策センター（The European Centre of Excellence for Countering Hybrid Threats）で、フェイ
クニュースの位置づけや追跡手法について調査を行った。また、アジア地域のファクトチェック
団体が取り組みを共有する「APAC Trusted Media Summit」に参加し、Googleや Facebookな
どが行うフェイクニュース対策の実践的なトレーニングやアジア地域のフェイクニュースの対
策を把握して追跡と分析に活かした。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究の結果、ミドルメディアを中心としたフェイクニュースの生態系が国内に存在してい
ることが明らかになった。その生態系は、ポータルサイトや既存メディアが関係する通常のニュ
ース生態系そのものであり、フェイクニュースの問題は構造的であった。そして、ファクトチェ
ック活動のようなフェイクニュースに対抗するための取り組みにも課題があることも明らかに
なった。 
フェイクニュースを生態系の問題として捉えるという考えは、本研究を開始後に世界的にも
議論されるようになった（Wardle 2018）や（Benkler 2018）。2016年のアメリカ大統領選挙な
どでは、Facebookなどのソーシャルメディアがフェイクニュースを拡散したとされたが、既存
メディアもその拡散に関わっていることが指摘されるようになった。生成と拡散を追跡するた
めには、フェイクニュースと特定されたツイートの広がりを解析するだけでなく、どのように特
定されたツイートが作られたか、そこにどのようなメディアが関わっているかという視点が重
要になってきた。そのため、ソーシャルメディアだけでなくポータルサイトなども含めて観察す
ることで生成を追跡した。 
その結果、2017年の衆議院議員選挙ではミドルメディアにより作り出されたフェイクニュー
スが記事配信されることにより、オンラインに大きな影響力を持つポータルサイトに到達する
「フェイクニュース・パイプライン」の存在を明らかにすることができた（藤代 2019a）。また、
フェイクニュースとミドルメディアの生態系に関しては、国際会議「Recent Trends in News 
Information Retrieval（NewsIR）2019」で発表を行った（Kawashima＆Fujishiro 2019）。 
フェイクニュースに対抗するための取り組みについては、2018年の沖縄県知事選挙に関して
地元紙沖縄タイムスの協力を得て、フェイクニュース検証記事がどのように制作されたかの過
程を調査した（藤代 2019b）。ファクトチェックの課題についてはソーシャルメディアの国際会
議「SMSociety'20」で発表を行った（Fujishiro＆Mimizuka&Saito 2020）。ファクトチェック
に対する、ソーシャルメディアの反応を解析して選挙の対立候補への攻撃に利用されている「武
器化」を引き起こすことも分かってきた（藤代 2020）。さらに、2020年に新型コロナウイルス
感染症が拡大したことで、関連する不確実情報のデータ収集や分析も進めたところ実際には拡
散していない「デマ」をマスメディアが拡散していると報じるなど混乱も見られた（白井&藤代 
2020）。ソーシャルメディアだけでなく、ポータルサイトや既存メディアもフェイクニュースの
生態系に関わっていた。フェイクニュースは構造的な汚染であり、フェイクニュース対策を進め
る場合には生態系そのものを改善していく必要がある。 
これらの研究成果は論文や学会発表だけでなく「APAC Trusted Media Summit 2020」や総
務省の有識者会議であるプラットフォームサービスに関する研究会などで説明する機会を得た
ことで、フェイクニュース対策に貢献することが出来た。研究成果は 2021年度に書籍にまとめ
公表する予定である。 
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